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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第８期
第２四半期
連結累計期間

第９期
第２四半期
連結累計期間

第８期

会計期間
自　2021年１月１日
至　2021年６月30日

自　2022年１月１日
至　2022年６月30日

自　2021年１月１日
至　2021年12月31日

売上高 （千円） 716,455 939,272 1,600,164

経常損失（△） （千円） △316,682 △368,649 △869,952

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純損失（△）
（千円） △317,012 △357,257 △866,498

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △319,110 △373,157 △875,735

純資産額 （千円） 1,947,259 2,307,867 2,680,102

総資産額 （千円） 3,428,831 3,945,672 4,308,129

１株当たり四半期（当期）純損失（△） （円） △24.61 △23.21 △62.76

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 55.4 57.9 61.3

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △179,244 △332,130 △574,986

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △178,345 △472,920 △372,765

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 1,720,786 △52,360 2,853,295

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高
（千円） 2,957,993 2,642,929 3,500,340

 

回次
第８期
第２四半期
連結会計期間

第９期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年６月30日

自　2022年４月１日
至　2022年６月30日

１株当たり四半期純損失（△） （円） △14.47 △9.91

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半

期（当期）純損失であるため記載しておりません。

３．2021年７月28日開催の取締役会決議により、2021年８月11日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分

割を行っておりますが、第８期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純損

失を算定しております。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間における市場環境として、新型コロナウイルス感染症の影響が緩和されたことを受け、

首都圏や関西圏における駅の利用状況も新型コロナウイルス感染症の感染拡大以前の約８～９割の水準にまで回復

しております（注）。このような環境のもと、企業では継続的なテレワークの実施に加えて、出社を組み合わせたハ

イブリッド型の勤務体制の推進など、オフィス回帰とも呼ばれる動きも見られております。一方で、当第２四半期連

結会計期間末から新型コロナウイルス感染症の再拡大の傾向も見られることから、引き続き企業活動や日常生活で

は予断を許さない状況が続いております。

　このような状況を受け、当社グループの事業活動全体では、主力サービスである「Akerun入退室管理システム」の

クラウドを通じた管理性や利便性、外部サービスとの連携を含む入退室データの利活用等の価値提供を通じて、人流

の増加やオフィスへの出社の再開などに伴うオフィス環境の再整備の潮流を受けた新規及び追加での導入が引き続

き促進されました。さらに、一般のオフィスに加えて、サテライトオフィスやコワーキングスペース、シェアオフィス

等の共同利用型オフィス／フレキシブルオフィスへの継続的な需要や、フィットネスジムなどの会員制スポーツ施

設や小売店舗を中心とした無人店舗運営の旺盛なニーズ等により、様々な業種や用途における継続的な問い合わせ

や導入が促進されております。

　これらの事業環境のもと、当社グループでは、主力事業であるオフィス領域における人流の回復を受けたさらなる

需要拡大に対応するため、サービス提供体制の強化や製品機能の拡充及び品質の向上、そして外部システムとの連携

の拡大など、変化する企業ニーズに即した価値の創造及び提案等をさらに強化するための取り組みを推進しており

ます。また、グループ会社の株式会社MIWA Akerun Technologiesによる住宅領域における新規サービスの研究開発や

経営基盤の強化への積極的な投資を継続的に実施しております。

　これらサービス提供基盤の強化や研究開発のための投資に加え、事業基盤としての名古屋、大阪、福岡の地方拠点

の活用を通じた全国規模での販売網／サポート網の強化と拡大等を通じて、「Akerun入退室管理システム」の売上、

契約社数、ARPUの拡大と新規顧客の獲得を実現すると同時に、Churn Rateのさらなる低減を実現した第２四半期連結

累計期間となりました。

　特に、地方拠点における営業基盤のさらなる強化のための大阪オフィスの拡充及び移転に加え、長野県飯綱町にお

ける廃校を利用した複合施設への導入を通じて公共領域における導入実績を達成しております。また、より広範な

潜在顧客やステークホルダーへのアプローチを強化するための広報・宣伝活動を通じて、地上波TV等への露出を通

じた当社ならびに当社サービスのブランディング及び提供価値の効果的な訴求を実施しております。一方で、当社の

推進するHESaaSを含むSaaS業界における人材獲得競争が年初の想定以上に激化しており、営業及び開発の人材獲得

はやや厳しくなっております。開発プロジェクト等は年初の計画通り進捗しておりますが、引き続き人材獲得に向け

た各種施策及び採用体制の強化や外部リソースの活用などを通じて事業拡大のための事業基盤の強化に取り組んで

おります。

　この結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間の売上高は939,272千円（前年同期比31.1％増）、営業損

失は371,478千円（前年同四半期は312,825千円）、経常損失は368,649千円（前年同四半期は316,682千円）、親会

社株主に帰属する四半期純損失は357,257千円（前年同四半期は317,012千円）となりました。

　なお、当社グループは、Akerun事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

（注）内閣官房　新型コロナウイルス感染症対策ページ「駅の利用状況（朝のピーク時間帯）[速報値]＜令和４年

７月８日(金)の増減率＞」（国土交通省提供、令和４年７月12日更新）
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(2）財政状態の状況

（資産）

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は3,945,672千円となり、前連結会計年度末に比べ362,456千円減少

しました。これは主に、現金及び預金が857,411千円減少した一方で、賃貸用資産が144,221千円、賃貸用資産仮勘

定が217,065千円それぞれ増加したことによるものであります。

 

（負債）

　当第２四半期連結会計期間末における負債は1,637,805千円となり、前連結会計年度末に比べ9,778千円増加しま

した。これは主に、契約負債（前連結会計年度は前受収益）が149,917千円増加した一方で、流動負債のその他に

含まれる未払金が42,752千円、未払法人税等が26,942千円それぞれ減少したこと、及び長期借入金が52,500千円減

少したことによるものであります。

 

（純資産）

　当第２四半期連結会計期間末における純資産は2,307,867千円となり、前連結会計年度末に比べ372,235千円減少

しました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純損失357,257千円を計上したことによるものであります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は2,642,929千円とな

り、前連結会計年度末に比べ857,411千円減少しました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フ

ローの状況とそれらの要因は次の通りであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により使用した資金は332,130千円（前年同四半期は179,244千円の支出）となりました。主な減少要因

は、税金等調整前四半期純損失370,249千円（前年同四半期は税金等調整前四半期純損失316,690千円）、その他に

含まれる未払金の減少額86,817千円（前年同四半期は未払金の増加額20,285千円）であります。

　当社グループのビジネスモデルは、サブスクリプションモデルのHESaaSで顧客にサービスを提供し、継続して利

用されることで収益が積み上がるストック型の収益モデルである一方で、顧客獲得費用や開発費用が先行して計上

される特徴があり、税金等調整前四半期純損失から生じる営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスとなる状

況が継続しております。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した資金は472,920千円（前年同四半期は178,345千円の支出）となりました。主な減少要因

は、有形固定資産の取得による支出364,441千円（前年同四半期は161,943千円の支出）、無形固定資産の取得によ

る支出104,632千円（前年同四半期は16,401千円の支出）であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により使用した資金は52,360千円（前年同四半期は1,720,786千円の収入）となりました。これは長期

借入金の返済による支出52,500千円等によるものであります。

 

(4）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(6）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は、22,384千円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(7）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの資本の財源及び資金の流動性についての分析に重要な変更

はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 52,000,000

計 52,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,394,000 15,394,000
東京証券取引所

グロース市場

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

計 15,394,000 15,394,000 － －

　（注）提出日現在の発行数には、2022年８月１日から四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株

式数は、含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2022年５月10日

（注）１
－ 15,390,800 △1,579,799 30,000 △250,587 2,600,000

2022年５月16日

（注）２
3,200 15,394,000 460 30,460 460 2,600,460

（注）１．資本金及び資本準備金の減少は、2022年３月30日開催の定時株主総会の決議に基づくものであり、減少額の

全額をその他資本剰余金に振り替えております。

２．新株予約権の行使によるものであります。
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（５）【大株主の状況】

  2022年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

河瀬　航大 東京都港区 2,360 15.33

農林中央金庫 東京都千代田区大手町１丁目２－１ 1,202 7.81

BBH（LUX）FOR　FIDELITY　FUNDS　

PACIFIC　FUND

（常任代理人　株式会社三菱UFJ銀行）

2A　RUE　ALBERT　BORS　

CHETTELUXEMBOURG　L－1246（東京都千

代田区丸の内２丁目７－１）

896 5.82

JP　MORGAN　CHASE　BANK　３８０６２

１

（常任代理人　株式会社みずほ銀行）

LONDON，E14　5JP，UNITED　 KINGDOM

（東京都港区港南２丁目１５－ １　品

川インターシティＡ棟）

500 3.25

MF-GB２号投資事業有限責任組合 東京都渋谷区桜丘町１０－１１ 418 2.72

株式会社ガイアックス 東京都千代田区平河町２丁目５番３号 416 2.70

NTTインベストメント・パートナーズ

ファンド３号投資事業有限責任組合
東京都港区赤坂１丁目１２－３２ 352 2.29

渡邉　宏明 東京都港区 352 2.29

BSP第３号投資事業有限責任組合 東京都千代田区九段南１丁目６－１７ 308 2.00

丹野（熊谷）　悠哉 東京都品川区 274 1.78

計 － 7,080 45.99

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,391,100 153,911

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式 普通株式 2,900 － －

発行済株式総数  15,394,000 － －

総株主の議決権  － 153,911 －

 

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022

年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年１月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2021年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2022年６月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,530,340 2,672,929

売掛金 177,730 175,580

原材料及び貯蔵品 6,617 9,777

商品及び製品 － 3,066

その他 168,686 176,879

貸倒引当金 △5,742 △4,035

流動資産合計 3,877,632 3,034,198

固定資産   

有形固定資産   

賃貸用資産 309,933 454,155

賃貸用資産仮勘定 181,043 398,109

その他 91,694 98,312

減価償却累計額 △259,963 △282,864

有形固定資産合計 322,708 667,712

無形固定資産 27,121 159,517

投資その他の資産 80,667 84,243

固定資産合計 430,496 911,473

資産合計 4,308,129 3,945,672

負債の部   

流動負債   

買掛金 41,565 39,195

短期借入金 30,000 30,000

１年内返済予定の長期借入金 343,320 343,320

未払法人税等 29,850 2,908

前受収益 469,126 －

契約負債 － 619,044

その他 312,091 254,481

流動負債合計 1,225,953 1,288,948

固定負債   

長期借入金 374,030 321,530

資産除去債務 22,008 22,073

その他 6,035 5,253

固定負債合計 402,073 348,856

負債合計 1,628,026 1,637,805

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,609,799 30,460

資本剰余金 3,081,753 2,620,318

利益剰余金 △2,051,309 △366,871

株主資本合計 2,640,243 2,283,907

新株予約権 95 95

非支配株主持分 39,763 23,863

純資産合計 2,680,102 2,307,867

負債純資産合計 4,308,129 3,945,672
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年６月30日）

売上高 716,455 939,272

売上原価 73,212 99,885

売上総利益 643,243 839,386

販売費及び一般管理費 ※ 956,068 ※ 1,210,865

営業損失（△） △312,825 △371,478

営業外収益   

助成金収入 8,414 5,814

違約金収入 1,282 1,895

その他 1,279 1,300

営業外収益合計 10,976 9,009

営業外費用   

支払利息 8,660 6,180

株式交付費 6,155 －

その他 18 0

営業外費用合計 14,834 6,180

経常損失（△） △316,682 △368,649

特別損失   

固定資産除却損 7 1,599

特別損失合計 7 1,599

税金等調整前四半期純損失（△） △316,690 △370,249

法人税、住民税及び事業税 2,419 2,908

法人税等合計 2,419 2,908

四半期純損失（△） △319,110 △373,157

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △2,097 △15,899

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △317,012 △357,257
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年６月30日）

四半期純損失（△） △319,110 △373,157

その他の包括利益   

その他の包括利益合計 － －

四半期包括利益 △319,110 △373,157

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △317,012 △357,257

非支配株主に係る四半期包括利益 △2,097 △15,899
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △316,690 △370,249

減価償却費 4,274 25,802

貸倒引当金の増減額（△は減少） △545 △1,412

受取利息及び受取配当金 0 0

支払利息 8,660 6,180

固定資産除却損 7 1,599

売上債権の増減額（△は増加） 650 10,371

棚卸資産の増減額（△は増加） △27,279 △6,226

仕入債務の増減額（△は減少） 5,277 △2,370

前受収益の増減額（△は減少） 134,824 -

契約負債の増減額（△は減少） - 149,917

その他 21,217 △134,186

小計 △169,602 △320,572

利息及び配当金の受取額 0 0

利息の支払額 △7,961 △6,146

法人税等の支払額 △1,680 △5,411

営業活動によるキャッシュ・フロー △179,244 △332,130

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △161,943 △364,441

無形固定資産の取得による支出 △16,401 △104,632

その他 － △3,846

投資活動によるキャッシュ・フロー △178,345 △472,920

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △71,910 △52,500

株式の発行による収入 1,744,070 -

非支配株主からの払込みによる収入 49,000 -

その他 △374 139

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,720,786 △52,360

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,363,196 △857,411

現金及び現金同等物の期首残高 1,594,797 3,500,340

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,957,993 ※ 2,642,929
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（棚卸資産の評価方法の変更）

　当社の棚卸資産の評価方法は、従来、原材料及び貯蔵品については先入先出法による原価法を採用していました

が、第１四半期連結会計期間の期首より総平均法による原価法に変更しております。

　これは、原材料価格の市況変動の影響を棚卸資産の評価および期間損益計算に適切に反映する目的で導入した新

システムが、第１四半期連結会計期間の期首に稼働したことによるものです。

　なお、過去の連結会計年度について、総平均法による計算を行うことが実務上不可能であり、遡及適用した場合

の累積的影響額を算定することができないため、前連結会計年度末の帳簿価額を当連結会計年度の期首残高として

計算しています。

　また、この会計方針の変更による影響額は軽微であります。

 

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

りますが、これによる四半期連結財務諸表への影響はありません。

　また、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過

的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載してお

りません。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」に表示していた

「前受収益」は、第１四半期連結会計期間より「流動負債」の「契約負債」として表示しております。また、前第

２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書において「営業活動によるキャッシュ・フロー」に

表示していた「前受収益の増減額（△は減少）」は、当第２四半期連結累計期間より「契約負債の増減額（△は減

少）」として表示しております。なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計

年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これによる四半期連結財務諸表への影響

はありません。
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（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年６月30日）

従業員給料及び手当 333,310千円 470,040千円

広告宣伝費 197,739 244,454

貸倒引当金繰入額 916 △447

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年６月30日）

現金及び預金勘定 2,987,993千円 2,672,929千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △30,000 △30,000

現金及び現金同等物 2,957,993 2,642,929

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年６月30日）

１．配当金支払額

　　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2021年５月12日、2021年６月４日及び2021年６月７日付で、第三者割当増資の払込みを受けまし

た。この結果、当第２四半期連結累計期間において資本金が875,113千円、資本剰余金が875,113千円増加し、

当第２四半期連結会計期間末において、資本金が965,113千円、資本剰余金が2,437,067千円となっておりま

す。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年６月30日）

１．配当金支払額

　　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2022年３月30日開催の定時株主総会において、資本金の額及び資本準備金の額の減少並びに剰余金

の処分を行うことを決議し、2022年５月10日付でその効力が発生しております。この結果、当第２四半期連結

累計期間において、資本金が1,579,799千円、資本準備金が250,587千円それぞれ減少し、この減少額全額をそ

の他資本剰余金に振り替えました。また、資本金及び資本準備金の額の減少の効力発生を条件に、その他資本

剰余金2,041,695千円を繰越利益剰余金に振り替えることにより、欠損填補いたしました。

　また、ストック・オプションの行使による新株発行により資本金が460千円、資本準備金が460千円それぞれ

増加しております。

　これらの結果、当第２四半期連結会計期間末において資本金が30,460千円、資本剰余金が2,620,318千円、

利益剰余金が△366,871千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、Akerun事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 （単位：千円）

 

当第２四半期連結累計期間

（自　2022年１月１日

　　至　2022年６月30日）

サブスクリプションサービス 880,596

オプション品販売等 58,675

顧客との契約から生じる収益 939,272

外部顧客への売上高 939,272

 

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年６月30日）

１株当たり四半期純損失（△） △24円61銭 △23円21銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）（千円） △317,012 △357,257

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失（△）（千円）
△317,012 △357,257

普通株式の期中平均株式数（株） 12,882,429 15,391,613

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

2021年３月29日開催の取締役

会決議による第12回新株予約権

新株予約権の数 300個

（普通株式 300株）

－

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であ

るため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年８月12日

株式会社Photosynth

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 有吉　真哉

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 坂井　知倫

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社

Photosynthの2022年１月１日から2022年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年４月１日から

2022年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年１月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社Photosynth及び連結子会社の2022年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガード

を講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

  
（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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